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デジタル社会における製造企業のマーケティング活動の課題 

－インターネットにおける「情報の流通」という観点からの検討－ 

Critical Issue of Manufacturers’ Marketing Practices 
A Review from the View of Information Distribution on Internet 

 

王 怡人* 

Yi-Jen Wang 

 

デジタル社会において，企業はインターネットを活用した様々なマーケティング活動を行っている。本稿は，製

造企業のこのようなマーケティング活動に焦点を当て，統計データおよびネットワーク理論の概念を使って，企業

の試みと産業特性とのマッチング度を検証し，さらに製造企業にとって今後の展開の課題を整理した。 

 

キーワード：「製造企業のマーケティング活動」，「デジタル情報の流通」，「構造的空隙」，「漁夫の利戦略」 

 

I. はじめに 
 

総務省が実施した「令和元年通信利用動向調査 企業編1」のデータによれば，回答した 2122 社の

99.6％が「インターネットを利用している」という（表 1）。そして，産業別で見ても，インターネッ

トの利用状況はどの産業においても大差がなかった。一方，ホームページの開設について，有効回答

の 2116 社のうち 89.7％がホームページを開設しているが，8.4％の企業がまだ開設していないという状

況である（表 2）。ホームページの開設状況を産業別で見れば，「運輸業・郵便業」と「サービス業・そ

の他」といった 2 つの産業の割合がやや低いが，全ての産業において 85％以上の回答企業はホームペ

ージを開設しているという。この調査結果を見えれば，現在のビジネスシーンでは，ホームページを

始め，インターネットの活用はもはやどの企業にとっても欠かせないこととなっていると言えるだろ

う。 

しかし，ほとんど全ての企業にとってインターネットの活用は必要不可欠なこととなったが，企業

の収益状況は産業によってバラツキがあるように見える。図 1 は上記の調査対象の平均営業利益率を

産業別でプロートした結果である。「金融・保険業」を除き，ほぼ全ての産業において営業利益率「0-

5％未満」の企業の割合が最も高い。一般的に，営業利益率 5％－10％は「通常利益」の目安とされて

いるので，営業利益率が 5％を超えれば，当該企業の業績は好調と言える。この基準で調査結果を見れ

ば，「金融・保険業」と「不動産業」において 55％以上の企業の「営業利益率」が 5％以上となってい
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る。 

逆に，どの産業においても「営業利益率」が 0％を下回る不採算企業も一定の割合がある。8 つの産

業分類の中，「不動産業（3.3％）」，「建設業（4.6％）」と「情報通信業（4.9％）」を除き，残りの 5 つの

産業の不採算企業の割合は比較的に高かった。その内訳が，「金融・銀行業（14.9％）」，「製造業

（12.5％）」，「運輸業・郵便業（9.5％）」，「サービス業・その他（9.5％）」，「卸し・小売業（8.3％）」と

なっている。 

この業績データの中で，興味深いのは次の 2 点である。一つは，「金融・保険業」では 55％以上の収

益企業があると同時に，不採算企業の割合も最も高く 14.9％あるという点である。もう一つは，同じ

55％以上の収益企業の割合を持つ「不動産業」では，不採算企業の割合が最も低く 3.3％しかないとい

う点である。 

表 1 2019 年企業のインターネットの利用状況 
インターネットの利用状況 

  利用している 利用していない 無データ 

全体（2122 社） 99.6 0.2 0.2 

建設業（303 社） 99.7 - 0.3 

製造業（359 社） 99.5 0.5 - 

運輸業・郵便業（341 社） 100 - - 

卸売・小売業（305 社） 99.4 0.4 0.2 

金融・保険業（141 社） 100 - - 

不動産業（132 社） 100 - - 

情報通信業（252 社） 100 - - 

サービス業，その他（289 社） 99.6 - 0.4 

データ出所：総務省「令和元年通信利用動向調査」（企業編）による筆者作成 

表 2 2019 年企業のホームページの開設状況 
ホームページの開設状況 

  開設している 開設していない 無データ 

全体（2116 社） 89.7 8.4 1.9 

建設業（302 社） 98.4 0.6 0.9 

製造業（357 社） 91.7 6.6 1.6 

運輸業・郵便業（341 社） 86.9 10.1 3.1 

卸売・小売業（303 社） 90.4 8.5 1.1 

金融・保険業（141 社） 97.5 0.8 1.7 

不動産業（132 社） 94.3 4.8 0.9 

情報通信業（252 社） 98.9 0.5 0.5 

サービス業，その他（288 社） 85.1 12.1 2.8 

データ出所：総務省「令和元年通信利用動向調査」（企業編）による筆者作成 
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データ出所：総務省「令和元年通信利用動向調査」（企業編）による筆者作成 

 

有形製品を扱う「製造業」や「卸売・小売業」とは違って，「金融・保険業」と「不動産業」といっ

た 2 つの産業で展開されるビジネスは，どちらかといえば情報と貨幣をめぐる「仲介的な性質」を持

つものである。しかし，この 2 つの産業の性質の違いは，「金融・保険業」は将来に向けての投資やそ

の先取りを行うので，「不動産業」に比べて取引の不確実性が高いという点である。従って，この 2 つ

の産業の採算企業の割合はほぼ同じであるが，「金融・保険業」の収益企業及び不採算企業の割合が

「不動産業」のそれらの比率よりも高くなっている。 

マーケティングは，もともと市場の寡占を狙う製造企業が行う活動であるが，現在ではあらゆる産

業で使われるようになった。上記のデータからでもわかるように，マーケティング活動の成果として

の企業業績は，「製造業」と「卸売・小売業」よりもその他の産業のほうがいいという結果となってい

る。この結果は，おそらくそれぞれの産業の特性による影響だと考えられる。しかし，「製造業」と

「卸売・小売業」の営業利益率はなぜ他の産業より低いのか？この 2 つの産業のどのような特性が企

業の業績に影響するのか？これらの問題意識に基づいて，産業別の企業業績の比較を通じて，本稿は

「デジタル社会における製造企業のマーケティング活動の課題」について検討を行いたいと思う。な

ぜなら，マーケティングは本来製造企業のためのものなのに，製造業の業績が他の産業より低くなる

のは気になるからである。 

この目的を果たすために，本稿は次の 3 つの段階で議論を展開していく。まずは，デジタル社会に

おいて，インターネットを活用した企業のマーケティング活動の特徴を整理する。続いて，この整理

をふまえて，企業の様々な取り組みの中で「電子商取引Electronic Commerce（以下“EC”とする）」の

導入と業績の関係について，実際の統計データを利用し検討する。最後に，ネットワーク理論の概念

を引用しながら，「情報の流通」という観点から，デジタル社会における製造企業のマーケティング活

動の課題と限界について分析する。 
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II. デジタル社会におけるマーケティング活動の特徴 
 

「はじめに」のところで，総務省の調査データを使って「2019 年の企業のインターネットの利用状

況」を提示したが，これらのデータを見て誤解してはいけないのは「インターネットを活用したり，

ホームページを開設したりすれば，企業の業績が改善できる」という点である。デジタル社会におい

て，企業の業績はインターネットの活用とホームページなどの開設に影響されるが，その他にも影響

する要因があるので，本節ではまずデジタル社会における企業のマーケティング活動の特徴を概観し

よう。 

デジタル社会においてのマーケティング活動は，インターネットを始めとするさまざまなネットメ

ディアを利用するため，製品情報と一部の製品（例えば，書籍，音楽，映画などのソフトウエア）を

デジタル化する必要がある。情報のデジタル化の結果，従来のマーケティング活動の展開とは違っ

て，EC を利用する場合，製品情報のやり取りだけで取引が成立するのが最大な特徴である。例えば，

消費者がブラウザーの画面を通してAmazon のようなショッピングサイトで商品情報を閲覧する際，

その商品は必ずしもAmazon の倉庫にある必要はない。言い換えれば，EC のフェーズでは主に情報の

やり取りであり，そこで取引が成立してから，後で商品を実際の保管場所から消費者の手元に届ける

という段取りとなるのである。 

EC が持つこの「情報は製品から分離する」という特徴により，企業が展開するマーケティング活動

にどのような変化が生じたかといえば，それは，これまで別々で展開してきたマーケティング活動が

情報として製品という物理的な存在から分離し，インターネットというメディアに集約されるという

点である。つまり，前述したAmazon の例のように，消費者がショッピングサイトの画面を通じて買

い物をする際，企業はその画面に商品写真，商品紹介，価格，納期，在庫数，決済手段，値引率，他

のユーザーの商品レビューといった「マーケティング情報」を丁寧に提示すれば，取引が成り立つと

いうことである。 

 

III. 企業の業績に対する EC導入の影響 
 

EC を導入するにあたって企業にとって重要な課題は，消費者の購買意思決定に必要な情報をできる

だけ網羅的かつ魅力的に整備することである。しかし，実際にEC の導入によって企業の業績は改善さ

れるのか？この点について，総務省が実施した「2019 年経済構造実態調査（甲調査）」のうち「企業

産業（小分類），電子商取引の有無別企業等数，売上（収入）金額，費用総額，主な費用項目，付加価

値額及び一般消費者と行った電子商取引の額2」というデータを使って検証する。 

付録に添付している表 3 は上記の総務省の調査データから，「EC 導入の有無」に沿って各産業の

「回答した企業数」，「売上高金額」，「費用総額」，「人件費総額」を抽出し，さらに各産業の「平均営

業利益率3 （以下「営業利益率」とする）」と「費用総額に占める人件費の割合4 （以下「人件費の割



【論文】デジタル社会における製造企業のマーケティング活動の課題（王 怡人） 
 

- 5 - 
 

合」とする）」を算出した結果の一覧である。なお，ここではEC 導入の有無と経営効率の変化状況を

把握するために，「営業利益」と「人件費」の金額を直接比較するよりは「営業利益率」と「人件費の

割合」で比較する。なお，比較しやすくするために，表 3 から「比較」の部分を抄録し，表 3a にまと

めた。 

 

表 3a  EC の導入とともに各産業の経営効率の変化 

  
比較 

EC の導入による営業利益率増減 EC の導入による人件費割合の増減 

製造業 ▼ ▼ 

電気・ガス・熱供給・水道業 ▲ ▲ 

情報通信業 ▲ ▼ 

運輸業，郵便業 ▲ ▼ 

卸売業，小売業 ▲ ▲ 

金融業，保険業 ▲ ▲ 

不動産業，物品賃貸業 ▼ ▼ 

学術研究，専門・技術サービス業 ▼ ▼ 

宿泊業，飲食サービス業 ▼ ▼ 

生活関連サービス業，娯楽業 ▼ ▼ 

教育，学習支援業 ▲ ▼ 

医療，福祉 ▼ ▼ 

複合サービス事業 ▲ ▲ 

サービス業（他に分類されないもの） ▲ ▼ 

データ出所：総務省「2019 年経済構造実態調査（甲調査）第 3 表」，「企業産業（小分類），電子商取引の有無別企業等

数，売上（収入）金額，費用総額，主な費用項目，付加価値額及び一般消費者と行った電子商取引の額」に

よる筆者作成 

 

表 3a が示したのはEC 導入の有無による各産業の「営業利益率」と「人件費の割合」の増減状況で

ある。表 3a ではこの 2 つの項目の増減パターンによって色別で表現している。赤色の部分が示したの

は，EC の導入とともに「人件費の割合」と「営業利益率」ともに下がったパターンである。青色の部

分が示したのは，EC の導入とともに「人件費の割合」と「営業利益率」ともに上がったパターンであ

る。そして，緑色の部分が示したのは，EC の導入とともに「人件費の割合」が下がり，「営業利益

率」が上がったパターンである。一般的に，従来のビジネスモデルでは人による作業が基本なので，

商品取引のフェーズでEC の導入により人による作業をある程度削減できると考えられる。そして，こ

のEC による人的作業の置き換えにより，経営効率が良くなれば営業利益率が上がると考えられる。従

って，緑色の部分が示したのはEC の導入とともに経営効率が向上した産業である。逆に赤色の部分が
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示したのは，EC の導入とともに経営効率がかえって低下した産業である。そして，青色の部分が示し

たのは，EC の導入とともに人件費の割合が増加し，その結果業績が向上した「業務拡大傾向」の産業

である。 

表 3a が示したとおり，EC の導入とともに業績が向上したのは「情報通信業」，「運輸業・郵便業」，

「教育・学習支援業」と「サービス業（他に分類されないもの）」といった 4 つの産業である。逆に，

EC の導入とともに経営効率が低下した産業は，「製造業」，「不動産業・物品賃貸業」，「学術研究，専

門・技術サービス業」，「宿泊業，飲食サービス業」，「生活関連サービス業，娯楽業」と「医療，福

祉」といった 6 つの産業である。そして，EC の導入とともに「業務拡大傾向」の産業は，「電気・ガ

ス・熱供給・水道業」，「卸売業・小売業」，「金融業・保険業」と「複合サービス事業」といった 4 つ

の産業である。 

表 3 と表 3a に示されているデータの状況からは，「EC の導入に影響される経営業績」とそれぞれの

産業の特性の間に何らかの関係があると考えられる。しかし，これらのデータは産業全体の状況を示

したものなので，各産業のEC 運用成果になぜ違いがあらわれたのか，その原因の特定はまだ難しい。

従って，産業分類のレベルを 1 ランク下げ，業種別で同じ分析を行った。その結果は表 4（付録参照）

の通りになる。さらに，表 4 からそれぞれの業種のEC 導入と経営効率の変化状況を抽出し表 4a にま

とめた。 

表 4a に示されているとおり，それぞれの業種分類において「EC の導入とともに経営効率が低下し

た業種数」の割合が高いのは，「製造業（19/24）」，「運輸業・郵便業（4/65）」，「卸売業・小売業

（6/12）」，「不動産業・物品賃貸業（2/3）」，「学術研究・専門・技術サービス業（3/4）」，「宿泊業・飲食

サービス業（3/3）」，「生活関連サービス業・娯楽業(3/3)」，「医療・福祉（3/3）」といった 8 つである。

一方，「EC の導入とともに経営効率が向上した業種数」の割合が高いのは，「情報通信業（3/5）」と

「サービス業（他に分類されないもの）（3/6）」の 2 つだけである。そして，詳細データが得られない

(以下「無データ」とする)「複合サービス事業」を除き，「電気・ガス・熱供給・水道業」，「金融・保

険業」と「教育・学習支援業」といった 3 つの産業において，経営効率向上と経営効率低下の業種は

半々となっている。 

EC の導入と経営効率の変化についてそれぞれの業種内容を見れば，経営効率に影響する要因はある

程度推測できるだろう。まず，経営効率が低下した業種の割合が高い 8 つの産業の内容を見ていこ

う。 

 

１. EC の導入とともに経営効率が低下した業種の割合が高い産業の詳細： 

 

(1)「製造業」の 24 業種のうち 19 業種の経営効率はEC の導入とともに低下した。それに

対して，「飲料・たばこ・飼料製造業」，「汎用機械器具製造業（ボイラー・原動機・産業機械

など）」と「生産用機械器具製造業」といった 3 つはEC の導入とともに「人件費の割合」と
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「営業利益率」が向上し，「業務拡大傾向」である。 

一方，「ゴム製品製造業（タイヤ，チューブ，履き物など）」と「その他の製造業（貴金

属，装飾品，玩具，楽器，時計，文具・事務用品など）」といった 2 つだけがEC の導入とと

もに経営効率が向上した。 

 

表 4a 産業の小分類による業績変化の比較 

データ出所：総務省「2019 年経済構造実態調査（甲調査）第 3 表」，「企業産業（小分類），電子商取引の有無別企業等

数，売上（収入）金額，費用総額，主な費用項目，付加価値額及び一般消費者と行った電子商取引の額」に

よる筆者作成 

 

(2)「運輸業・郵便業」に回答があった 6 業種のうち，「鉄道業」，「道路貨物運送業」，「倉庫

業」，「運輸に付帯するサービス業」といった 4 つはEC の導入とともに経営効率が低下した。

その中でも，「鉄道業」はEC を導入するとともに人件費の割合が増え，営業利益率が低下し

た。 

一方，「水運業（海運・内陸水運・船舶貸渡業など）」はEC の導入とともに「人件費の割

合」と「営業利益率」が向上し，「業務拡大傾向」である。 

そして，「道路旅客運送業（乗り合い，貸し切りなどの自動車による旅客運送）」だけがEC

  小分類
業種数 

        

無データ EC の導入とともに経
営効率向上業種数 

EC の導入とともに経
営効率低下業種数* 

EC の導入と人員の
増員とともに経営
効率向上業種数 

製造業 24 2 19 3   

電気・ガス・熱供給・水道業 4   2 2   

情報通信業 5 3 2     

運輸業，郵便業 8 1 4 1 2 

卸売業，小売業 12 3 6 3   

金融業，保険業 6 0 3 3   

不動産業，物品賃貸業 3 1 2     

学術研究，専門・技術サービス業 4 0 3 1   

宿泊業，飲食サービス業 3 0 3 0   

生活関連サービス業，娯楽業 3 0 3 0   

教育，学習支援業 2 1 1     

医療，福祉 3 0 3 0   

複合サービス事業 2       2 

サービス業（他に分類されないもの） 6 3 2 1   

*EC の導入とともに経営効率低下業種数には，「人件費割合の低下」及び「人件費割合の増加」とともに「営業利益率が低下」といっ
た 2 つのパターンがある。EC を導入して，人件費が上がるにもかかわらず業績が上がらないのは，人件費が低下した場合よりもさら
に経営効率が低下したと考えられる。 
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の導入とともに経営効率が向上した。 

 

 (3)「卸売業，小売業」の 12 業種のうち，「飲食料品卸売業」，「建材・鉱物・金属材料等の

卸売業」，「機械器具卸売業」，「各種商品小売業」，「飲食料品小売業」，「機械器具小売業」と

いった 6 つはEC の導入とともに経営効率が低下した。その中でも，「各種商品小売業」はEC

を導入するとともに人件費の割合が増え，営業利益率が低下した。 

「各種商品卸売業」，「繊維・衣服等卸売業」，「その他の卸売業（家具，什器，医薬品・化

粧品，紙類など）」といった 3 つはEC の導入とともに「人件費の割合」と「営業利益率」が

向上し，「業務拡大傾向」である。 

「織物・衣服・身の回り品小売業」，「その他の小売業（家具・建具，医薬品・化粧品，燃

料，書籍・文房具，スポーツ用品・玩具など））」と「無店舗小売業（通信販売・訪問販売，

自動販売機など）」といった 3 つはEC の導入とともに経営効率が向上した。 

 

(4)「不動産業・物品賃貸業」の 3 業種のうち，「不動産賃貸業・管理業（不動産・駐車場の

賃貸，不動産管理業務など）」と「物品賃貸業（物品，機械，自動車，スポーツ用品などの賃

貸）」の 2 つはEC の導入とともに経営効率が低下した。その中でも，「不動産賃貸業・管理

業」はEC を導入するとともに人件費の割合が増え，営業利益率が低下した。 

一方，「不動産取引業（不動産の売買，仲介など）」だけが，EC の導入とともに経営効率が

向上した。 

 

(5)「学術研究・専門・技術サービス業」の 4 業種のうち，「学術・開発研究機関（自然，人

文社会研究所など）」，「専門サービス業（法律事務所，税理士，デザイン業，コンサルタント

など）」，「広告業」といった 3 つは，EC の導入とともに経営効率が低下した。その中でも，

「学術・開発研究機関」と「広告業」はEC を導入するとともに人件費の割合が増え，営業利

益率が低下した。 

一方，「技術サービス業（獣医業，土木建築サービス業，機械設計，写真業など）」だけ

が，EC の導入とともに，「人件費の割合」と「営業利益率」が向上し，「業務拡大傾向」であ

る。 

 

(6)「宿泊業・飲食サービス業」に分類された「宿泊業」，「飲食店」，「持ち帰り・配達飲食

サービス業」といった 3 つの業種全部がEC の導入とともに経営効率が低下した。その中で

も，「宿泊業」はEC を導入するとともに人件費の割合が増え，営業利益率が低下した。 

 

(7)「生活関連サービス業・娯楽業」に分類された「洗濯・理美容・浴場業」，「その他の生
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活関連サービス業（旅行業，物品預かり業，冠婚葬祭業など）」と「娯楽業」といった 3 つの

業種全部がEC の導入とともに経営効率が低下した。 

 

(8)「医療・福祉」に分類された「医療業」，「保健衛生」と「社会保険・社会福祉・介護事

業」といった 3 つの業種全部がEC の導入とともに経営効率が低下した。その中でも，「医療

業」と「保健衛生」はEC を導入するとともに人件費の割合が増え，営業利益率が低下した。 

 

２. EC の導入とともに経営効率が向上した業種の割合が高い産業の詳細： 

 

(1)「情報通信業」の 5 業種のうち，「通信業」，「インターネット付随サービス業」，「映像・

音声・文字情報制作業」といった 3 つは，EC の導入とともに経営効率が向上した。 

それに対して，「放送業」と「情報サービス業（ソフトウエア，情報処理など）」の 2 つ

は，EC の導入とともに経営効率が低下した。その中でも，「放送業」はEC を導入するととも

に人件費の割合が増え，営業利益率が低下した。 

 

(2)「サービス業」の 6 業種のうち，「廃棄物処理業」，「自動車整備業」，「その他の事業サー

ビス業（速記・複写，警備，建物サービスなど）」といった 3 つは，EC の導入とともに経営

効率が向上した。 

それに対して，「機械等修理業」と「その他のサービス業（集会場，畜場，その他）」は，

EC の導入とともに「人件費の割合」が増え，「営業利益率」が低下し，経営効率が低下した

業種である。 

一方，「職業紹介・労働者派遣業」はEC の導入とともに，「人件費の割合」と「営業利益

率」ともの向上し，「業務拡大傾向」の業種である。 

 

３. EC の導入とともに経営効率が向上したと低下した業種の割合が同等の産業の詳細： 

 

(1)「電気・ガス・熱供給・水道業」の 4 業種のうち，「ガス業」と「熱供給業」の 2 つは

EC の導入とともに経営効率が低下した業種である。 

 それに対して，「電気業」と「水道業」の 2 つはEC の導入とともに，「人件費の割合」と

「営業利益率」ともに向上し，「業務拡大傾向」の業種である。 

 

(2)「金融業・保険業」の 6 業種のうち，「銀行業」，「金融商品取引業，商品先物取引業」，

「補助的金融業等（信託業，金融代理業など）」の 3 つは，EC の導入とともに経営効率が低

下した業種である。その中でも，「金融商品取引業，商品先物取引業」はEC を導入するとと
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もに人件費の割合が増え，営業利益率が低下した。 

それに対して，「協同組織金融業（中小企業等金融業，農林水産金融業）」，「貸金業，クレ

ジット業等非預金信用機関」と「保険業」の 3 つは，EC の導入とともに，「人件費の割合」

と「営業利益率」ともに向上し，「業務拡大傾向」の業種である。 

 

(3)「教育・学習支援業」の 2 業種のうち，「学校教育」はEC の導入とともに経営効率が低

下した。それに対して「その他の教育，学習支援業（社会教育，職業・教育支援，学習塾，

教養・技能教授業など）」はEC の導入とともに経営効率が向上した。 

 

ここまで総務省が公表した調査データの産業分類の詳細内容とEC の導入による経営効率の変化を細

かく見てきた。これらの結果からは，次の 3 つのポイントにまとめることができる。 

 

a. 14 の産業分類の中，「製造業」だけが他の 13 産業と違って，EC との親和性が低い 

 

一般的にいえば，製造業は労働集約の産業なので製造工程のオートメーション化をするなら経営効

率の向上に繋がるかもしれないが，製品の取引段階でEC を導入するだけでは，経営効率の改善効果は

あまり期待できないと考えられる。そして，統計データが示した通り，EC の導入とともに製造業の 24

業種のうち 19 業種は「人件費の割合」の低下とともに「営業利益率」も下がってしまったという結果

となったため，多くの製造業にとってEC は親和性の低い取り組みだと言えるだろう。 

 

b. デジタル化しやすい業種はEC との親和性が高い 

 

EC の導入とともに「人件費の割合」が下がり，「営業利益率」が上がれば，EC の導入とともに経営

効率が向上したと言えるだろう。そこで，経営効率に影響する要因を「人的要因」と「情報」にわけ

て考えれば，EC の導入とともに経営効率が向上できた産業には，「人的要因」に依存する業務をうま

くEC で扱える「デジタル情報」に置き換えられるという特徴があると考えられる。この意味で，ビジ

ネスの業務内容とその遂行をデジタル化しやすい産業はEC との親和性が高い。 

総務省の調査データが示しているとおり，「通信業」，「インターネットの関連産業」はもちろんのこ

と，デジタル情報の提供だけで大半の取引が可能になる「衣料品，化粧品，文房具などのオンライン

小売業」，「不動産賃貸業」，「学習支援業」，そしてこれまで対面で行う申込手続きなどをオンラインに

切り替えられた「廃棄物処理業」や「自動車整備業」などは業務をデジタル化しやすい業種の例であ

る。 

逆に，「人的要因」に依存する業務が「デジタル情報」にうまく置き換えられない産業では，EC を

導入するとともに人件費を削減すれば，人員を削減した分の業務をデジタル情報で埋め合わせられな
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いため取引規模の縮小を招く可能性がある。そして，そもそも「人的要因」と情報の間に代替性があ

まりない産業では，EC を導入すればそれを扱う人員を増やさなければならないだけでなく，「人的要

因」に依存する業務とEC 業務が混在し，この 2 つの業務の整合性がとれなければ，結果的に経営効率

の低下を招くと考えられる。例えば，前述した「製造業」のような労働集約産業や「宿泊業」，「飲食

業」，「生活関連産業」など従業員と接触することの多いサービス業などはデジタル化しにくい業種の

例である。 

 

c. 取引量が多い産業や社会的に需要が増加する産業では，EC の導入にさらなる人員のサポー

トが必要 

 

「人的要因」と「デジタル情報」が代替関係にあるのではなく，共存し相乗効果がある産業は存在

する。例えば，取引量の多い「衣料品の卸売業」，「保険・信用組合・クレジット業」などの民間与信

業，「情報処理業」や「派遣業」など需要が高い産業では，EC やデジタル情報の運用だけでは業務内

容やサービス水準を十分に提供できないため，EC の導入とともにさらに業務の遂行をサポートする人

員を増やす必要がある。結果的にこれらの企業では，「人件費の割合」と「営業利益率」ともに上がる

ことになる。 

 

IV. 製造企業のマーケティング活動の特徴と課題 
 

総務省のデータはEC についての調査結果であるが，しかし，デジタル社会においてインターネット

やさまざまなネットメディアを活かし企業が展開できるマーケティング活動はEC だけではない。例え

ば，製品開発のためにサーバーに蓄積されている取引データの解析やオンラインで直接消費者からの

アイデア募集，需要変動にあわせた動的価格設定，オンラインで販売促進キャンペーンやネットメデ

ィアで広告宣伝の展開など，企業の工夫とアイデア次第でさまざまな展開が可能である。 

しかし，EC とは違って，企業の経営効率に対するこれらのマーケティング活動の貢献は，単純に

「人的要因とデジタル情報の切り替え」という理由で簡単に説明できるものではない。むしろ，企業

のマーケティング活動によって生み出された様々な「デジタル情報」がインターネットの上で企業の

業績にどのように影響するのか，これこそが議論すべき問題の核心である。なぜならその理由は，ま

さにインターネットという仕組みの特性にあると考えられる。そのため，次節ではまずインターネッ

トという仕組みの特性と企業のマーケティング活動に対する影響をかいつまんで整理する。 

 

1．コミュニケーション・メディアとしてのインターネット 

 

インターネットという仕組みについてごく乱暴な言い方をすれば，それは通信回線を通じて，世界
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中のサーバー，個人用コンピュータ，タブレット，スマートフォンなどの情報端末を繋げる巨大なネ

ットワークのことである。インターネットによって様々なことがアナログの時代に比べて迅速かつ簡

単にできるようなった。例えば，インターネットの上で送受信された電子メール，オンライン会議や

オンライン授業の開催，音楽・情報コンテンツのオンライン配信・オンデマンド利用，そして前述し

たEC の展開などである。そういう意味で，デジタル社会ではコミュニケーション・メディアとしての

インターネットがもたらした影響は大きい。 

コミュニケーション・メディアとしてのインターネットとは何かといえば，村井（1998）の表現を

借りていえば，それは「世界中のつながっているコンピュータに『数値』を自由に配送するインフラ

ストラクチャー6」のことである。情報のデジタル化により，この巨大なインフラストラクチャーを利

用する自由度，コミュニケーションの対象者数，情報の伝達範囲などは大幅に改善され，そして情報

の量などに対するメディア自体からの制限は従来のものに比べて極端に少なくなっているという。つ

まり，従来のメディアの物理的な制限から解放され，誰もが自由にデジタル化した情報をやり取りで

きるのが，インターネットという仕組みの特徴だと言える。 

しかし，莫大な量のデジタル情報を瞬時に世界規模で流通させるために，従来の中央集権的なイン

フラストラクチャーではもはや対応できない。そのため，インターネットで使用される情報通信技術

は「自律分散性」を重視した設計となっているという。この「自律分散性」とは，例えばコミュニケ

ーションに必要な情報処理を情報の提供側で行い，その結果だけを利用側に一方的に送るという「主

従関係」ではなく，提供側と利用側が自律的に必要な処理を手分けし同時に行うということである。

そのため，インターネットは，“Internet” という言葉の通り「ネットワーク同士の繋ぎ合わせ」であ

る。その働きはそれぞれ自律したネットワークが互いに上下関係なく平等に接続することなので，そ

れぞれのネットワークを集中的に管理したり制御したりする仕組みは存在しないなのである。それが

ゆえに，「インターネット」という仕組みの所有権も存在しない。言い換えれば，インターネットは

「みなのもの」であり，誰かにコントロールされ，何らかの利権として利用されるようなことがない

ということである。 

デジタル社会における企業のマーケティング活動について議論するのに，長々とインターネットと

いう仕組みの特徴を述べる理由は，まさにこの「みなのもの」という性質にある。なぜならば，「みな

のもの」としてのインターネットは「自律の象徴」であり，「集権体制へのアンティテーゼ」だからで

ある。それに対してマーケティングは，もともとは寡占製造企業が市場での支配力を高めるための工

夫なので，「集権体制構築の象徴」ともいえるだろう。このようにインターネットとマーケティングに

は相反する性質をもつので，インターネットの上で製造企業がマーケティング活動を展開する際，も

う少し検討を付け加えないと齟齬が起こるからである。 

 

2．デジタル社会における製造企業のマーケティング活動について 
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上述したインターネットの特性をふまえて，インターネットの上でデジタル技術を用いてコミュニ

ケーションを行うと次の 4 つの変化が起こると考えられる。それらは，1．文字・音声・映像など従来

別々のメディアで扱われる情報が数値化することによってインターネットというデジタルメディアに

集約することができる。2．数値化された情報の複製や加工がしやすくなり，しかも複製や加工されて

も情報自体は劣化しないため，より効率的な再利用，再伝達が可能になる。3．インターネットを通じ

て，数値化された情報は迅速かつ全世界規模で流通することができる。4．情報の受信者は能動的に情

報を選別し受信するため，インターネットにおいてのコミュニケーションは発信者優位から受信者優

位に変わる。 

インターネットで展開するコミュニケーションが情報のデジタル化によって起こったこの 4 つの変

化をビジネスの文脈に当てはめれば，次のようなことが見えてくる。それは，コミュニケーション・

メディアとしての利便性と効率性を求めて製造企業はインターネットを積極的に利用するが，そこで

展開される様々なマーケティング活動の効果が「受信者優位」という性質によって相殺されてしまう

ということである。 

もう少し丁寧に説明しよう。語弊を恐れずにいえば，これまで製造企業は市場での支配力を高める

ために自社のマーケティング活動について主導権を握ってきた7。つまり，自社が持つ技術を中心に製

品開発を行い，利益が出るように価格を設定し，マスメディアを通じて消費者に製品情報を一方向的

に発信してきた。そして企業の流通政策を通じて，市場における自社製品の流通を制御しようとして

きた。しかし，インターネットの出現によって，情報は製品から分離しインターネットの上で広範的

に流通している。しかもこれらの情報について，消費者は「検索」を通じて自分が本当に入手したい

情報を自ら選別できるため，製造企業が展開したさまざまなマーケティング活動は予想通りの効果が

得られないという現象が起こっている。この点について，製造企業の 4 つのマーケティング活動に沿

って説明する。 

 

a. 自社製品の流通について：大規模な流通企業の出現により製造企業による流通支配の時

代はすでに終焉した。しかし，「みなのもの」としてのインターネットの普及により，EC

を導入することにより，製造企業は自社独自の流通ルートを効率よく構築することができ

る8。そのため，既存の流通チャネルに加えて，自社のEC チャネルによるダイレクト取引

をするか，Amazon などのような大手EC サイトに出店するか，あるいはこの両方を併用

するかが製造企業にとっての製品流通の現状である。問題は，EC チャネルは既存の流通チ

ャネルとは違って，消費者の能動性により，取引が確実に自社のEC チャネルで行われる

とは限らなくなる。さらにEC サイトの発達により，消費者は購入した商品を再販売した

り，あるいは古物として取引したりすることができるため，製造企業の製品流通に対する

制御力が一層弱まると考えられる。そして，この製品の流通ルートに対する制御力の低下
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により，他の 3つのマーケティング活動にも影響を与える。 

 

b. プロモーション活動について：高い信憑性が必要な情報を除き，生活に関連する情報を

入手する際，大半の消費者は従来のマスメディアよりもインターネットを利用するという

調査報告がある9。そのため，消費者の購買意思決定に対して，マスメディアで放送・掲載

されている企業の公式な製品広告よりも，EC サイトのキャンペーン情報（例えば，Black 

FridayやCyber Monday などの特売情報），そして「ネットインフルエンサー」が発信した

商品の関連情報や消費者同士の口コミ情報，さらにEC サイトなどに書き込まれた商品に

対するユーザーレビューなどの影響力が大きい。 

 

c. 製品開発について：消費者同士の口コミ情報などが製品の売れ行きに大きく影響するた

め，製造企業は売上を維持，回復させるために，昔よりもさらに自社製品に関する消費者

の口コミ情報を意識しなければならない。その結果，実際の取引情報のみならず，SNS な

どに投稿されている自社製品に関する消費者の発言やユーザーレビューなどに対するデー

タマイニングを実施したり，製品に関する消費者アイデアコンテスト，提案募集などのイ

ベントを開催したりすることで，製造企業は製品開発の段階から消費者の意見を積極的に

取り入れるようにしている。 

 

d. 価格設定について：「一物一価の原則」は維持されつつも，インターネットでは，商品の

価格情報は検索を通じて簡単に入手，比較することができるため，メーカーの希望小売価

格よりも流通段階での実勢価格が優位に立つ。さらに，法的規制に触れない範囲内では，

ショッピングサイトへの出品による消費者の販売行為も可能になるため，商品の取引価格

の決定権はもはや製造企業側にないといえるだろう。 

 

以上は，インターネットの特性から見たデジタル時代での製造企業のマーケティング活動の主な内

容と変化である。次節では，同じインターネットでマーケティング活動を展開するのに，流通企業

（特にEC サイト）はなぜ製造企業よりうまく適応できるのかについて，ネットワーク理論の概念を引

用しながら検討していこう。 

 

3．インターネットで展開した製造企業と流通企業のマーケティング活動に関する比較 

 

前掲した総務省の産業分類（小分類）の調査データにも示されたように，EC の導入について，製

造業はその他の産業よりも経営業績を上げにくいという結果が分かった。さらに前節では，EC 以外の

マーケティング活動に対するインターネットの特性の影響を見てきた。この 2 つの結果を引き起こす
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原因は，それぞれに，「人的要因とデジタル情報の代替性」と「受信者優位」にある。しかし，なぜ製

造業では，EC の導入においてデジタル情報による代替効果が発生しにくいのか？そして，インターネ

ットを利用すれば，どの産業も同じ「受信者優位」という特性に影響されるはずなのに，なぜ他の産

業に比べて製造業が受ける影響が大きいのか？  

他の産業に比べて，製造業が持つもっとも顕著な特徴というのは「ものづくり」という点にある。

物理的に製品を産出するために，製造企業にとって労働力，技術，独自のノウハウ，そして経営管理

能力などの無形的な経営資源のほかに，原材料などの物質的な資源の投入が必要である。この特性に

より，製造企業の活動は必然的にデジタル情報による完全な置換が困難になる。そして，この観点か

ら見れば製造業と他の産業との差が明白である。特に流通業と比較して，製品の製造とその流通を扱

うのは製造業であり，それに対してできあがった製品を商品として市場で流通させるのは流通業の役

目である。そこでEC の導入で代替できるのは「流通」の部分だけなので，結局，EC の導入をめぐる

製造業と流通業の業績の差は，やはりこの「ものづくり」部分に原因があると推測できる。 

しかし，インターネットで展開する企業のマーケティング活動に対する「受信者優位」の影響につ

いて，なぜ製造業と他の産業の間に差が生じるのか，この点について「ものづくり」という製造業の

特性では説明できない。この問題を解くために，Burt (1992)が提示した「構造的空隙（Structural 

Holes）」と「漁夫の利 (Tertius Gaudens)」といった 2 つの概念が鍵である。 

 

４. 「構造的空隙」と「漁夫の利」からの説明 

 

「構造的空隙」という概念について，Burt(1992)は次のように説明している。 

 
「構造的空隙とは，2 つのコンタクト間の重複しない関係である。空隙は電気回路における絶縁体の

ような，緩衝器である。コンタクトの間に空隙が生じた結果として，2 つのコンタクトは，重複ではな
く加算的な利益をネットワークに提供する (Burt 1992, p.18)10」。 
 

 この説明はやや難解なので，Burt が提示した図を引用して説明する。 

 

 

       

 

 

 

 

     

図 2 にはYou をめぐって 3 タイプのネットワークが表現されている。You と繋がっているコンタク

You 

Network A 

You 

Network B 

You 

Network C 

図 2 ネットワークの拡大（Burt 1992，p.17 の Figure 1.1 より筆者加筆作成） 
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トの数はA からC の順に増えていく。ここでの「コンタクト」とは，2 つのプレイヤーのつながりで

ある。しかし，この 3 つのネットワークに現れる「構造的空隙」はともに 4 つである。つまり，Burt

の説明にあった「2 つのコンタクト間の重複しない関係」とは，赤い点線で囲んでいる部分である。 

ネットワークにおけるプレイヤー間の繋ぎ方によって，ネットワークの性質が変わる。ネットワー

クの中で繋がっているプレイヤーの数が多ければ多いほどネットワークの「有効性」が高い。つま

り，ある情報をこのネットワークに流せばすぐに多くのプレイヤーに行き渡るという意味で有効性が

高い。一方，コンタクトの重複が多ければ，そこで繋がっているプレイヤー同士がクラスターにな

り，その中で同じ情報が繰り返し流通されるので，情報の同質性が高くなる。しかし，重複したコン

タクトで繋がっているプレイヤーの数が増えれば増えるほど，ネットワークの接続コストが高くな

る。コンタクトの重複が多いネットワークでは，高い接続コストを払いながら同質性の高い情報しか

流れないため，ネットワークの「効率性」が低下するという。 

重複するコンタクトとは対称的に，「構造的空隙」の数によってネットワークの中で共有されてい

る情報の種類が変わる。なぜなら，前述したBurt の定義によれば，「構造的空隙」はコンタクトの間の

「絶縁体」「緩衝器」であるので，同じ情報の流れが「構造的空隙」によって遮断されるからである。 

 

続いて「漁夫の利」について，Burt(1992)は次のように説明している。 

 
「機会について誰がいつ知り，誰がそれに参加するかを，構造的空隙がどのように決定しうるかを示

してきた。構造的空隙が最適化されたネットワークを持つプレイヤーは，より多くの報酬を手にする機
会に触れられる上に，彼らが追い求める選択機会の中で最も好ましい条件を手にする可能性がより高く
なる。情報利益を生み出す構造的空隙は，関係を交渉する上で特定のプレイヤーに優位を与える，統制
利益をも生み出す。 

(中略)漁夫の利とは「利益を得る第三者」のことである。(中略) tertius，terzo，derde と言葉は違う
が，この言い回しは，他者の軋轢から利益を得る個人を示している。 

2 つの漁夫の利戦略がある。同じ関係を求める 2 者もしくはそれ以上のプレイヤーの間で第三者に
なること，そして，要求の対立する 2 者もしくはそれ以上の関係の中で，プレイヤー間の第三者となる
ことである（Burt 1992, pp.30-31）11」。 

 

図 2 を使って説明すると，You と他のプレイヤーとのつながり方によって 4 つのクラスターができ

る。そしてこの 4 つのクラスターの間に４つの「構造的空隙」がある。4 つのクラスターは全部You

と繋がっているので，You は 4 つのクラスターから 4 種類の情報を得ることができる。You は異質な情

報を持つ任意の 2 つのクラスターの間に立ち，ブリッジ（あるいはブローカー）として働くことで，

任意の 2 つのクラスターにとっての「第三者」となり，双方から「漁夫の利」を得るのである。 

 

Burt(1992)は「構造的空隙」と「漁夫の利」といったネットワークの概念を使って，色んな社会現

象を分析した。例えば，組織における管理職の昇進スピードの違いや企業家の人脈とその業績の違い

などである。その中で，本稿の議論と関係するのは「製品（生産）ネットワークと市場の利益」につ

いて，アメリカの統計データを使って検証を行った部分である。この「製品（生産）ネットワークと
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市場の利益」ついて，Burt(1992)は次のように述べた。 

 
「市場にもたらされる製品は，予測可能な潜在的利益をもっている。供給と需要は，潜在力について

何ごとかを教える。もし，製品に対する購買者がいて，その製品が容易に手に入らないならば，それは
潜在的利益を持つ。 
これは，製品を生産する人々や企業が儲かるということを意味しているのではない。供給者としての

製造者ネットワークと顧客市場の特性が，そのネットワークに含まれるプレイヤー間でどのように利益
が分配されるかを語る。(中略) 
供給者と顧客数，そしてそれらが組織化されていない程度に応じて，製品ネットワークは構造的空隙

に富む。こういうネットワークにおいて構造的に自律している製造者は，望ましい価格を交渉する企業
家的機会を持ち，従って，投資に対する高い収益率を得て十分な利益率を享受する。あなたが顧客と特
別な契約を交渉しうるとき，または，もっと利益の多い顧客に乗り換えるとき，利益を増やすことがで
きる。 
そうでない製品の製造者は，主要供給者または顧客が支配する，ほとんど交渉力のない，自律性の低

いネットワークに入れてしまう。製品に対して大量の需要があり製品パーツの大量供給があっても，自
律性の低い製造者は利益の取り分が少ないだろう。強力な供給者は，何であれ顧客から得られる利益の
大きな分け前を得るだろう。強力な顧客は製品の潜在的利益の大部分を自分たちのものとするために，
値下げを要求するだろう。 
つまり，供給と需要は製品に可能な利益率を表しているのであり，その利益における製造者の取り分

を表しているのではない。その取り分は，供給者と顧客の製品ネットワーク内で，製造者に与えられた
構造的自律性によって決定されるのであり，供給者と顧客の間で，製造者は利益を生むのである12」。 
 

 Burt に関するこれらの引用をまとめて，重要な点は次のとおりである。 

 

1．市場取引の中で製品を通じて利益を生み出すのは製造者である。しかしこの製品利益から製造

者がそれくらいの取り分を得るのかは，ネットワークにおける製造者の自律性に依存する。 

2．製造者の自律性は，製品（生産）ネットワークの構造によって変わる。つまり，そのネットワ

ークにはどれくらいのプレイヤーがいて，どれくらい組織化され，そして製造者がそこからどれ

くらいの「構造的空隙」を見つけ出せるかによって製造者の自律性が決まる。 

3．製造者の自律性が高ければ，製品（生産）ネットワークの中で情報による交渉力を通じて「漁

夫の利」を得ることができ，製品利益からの取り分が多くなる。 

 

しかし，Burt が検証に使用したのは，製造者が市場を支配する 60 と 70 年代アメリカのデータであ

るため，2000 年代現在ではその分析結果は必ずしも正しいとは限らない。ただ，Burt の理論枠組みは

依然として説得力があるので，この理論枠組みを使ってインターネットで展開される製造企業のマー

ケティング活動について分析してみよう。これまでまとめてきた分析の結果と疑問点について，Burt

の理論枠組を当てはめれば，見えてきたことは， 

 

1．インターネットを利用するか否かに関わらず，製造企業は市場利益の創出者である。これは製

品（生産）ネットワークにおいて，製造企業が与えられた役目である。 

2．しかし，インターネットの特性により，デジタル社会では製造企業は製品利益から多くの取り

分が得られない。なぜなら，「2．デジタル社会における製造企業のマーケティング活動につい



琉球大学・経営研究（第 1 号）2021 年 1 月 
 

- 18 - 
 

て」で検討したとおり，「情報と製品の分離」と「インターネットにおける情報の広範的な流

通」により，市場取引における情報格差がなくなり，製造企業にとっての「構造的空隙」が少な

くなるため，デジタル社会において製造企業の自律性13が低下したからである。 

3．インターネットを利用するか否かに関わらず，取引情報は取引する場所（企業）にプールされ

るため，製造会社よりも大規模な流通企業に情報の優位性がある。 

4．インターネットを活用したマーケティング活動が盛んに行われると，それに関連するサービス

業（例えば，「通信業」，「インターネット付随サービス業」，「映像・音声・文字情報制作業」な

ど）やEC と親和性が高い流通業（例えば，「衣料品などの小売業」，「無店舗小売業」など）が

製造企業より「漁夫の利」を得やすい。 

 

 実際に 2000 年代では，製造業以外の産業はどれほどの業績をあげているのかを見てみよう。例え

ば，Interbrand 社が発表した「Best Global Brands 201914」のデータを見れば，ブランドの世界ランキン

グの上位 5 社はApple，Google，Amazon，Microsoft とCoca-Cola である。5 社の中でCoca-Cola 社を除

いて，他の 4 社ともデジタル技術や情報サービスと関連する企業であり，伝統的な製造企業ではない

ということがわかる。 

ここで，実際に製品を提供していないGoogle とAmazon に焦点を当てて，そのビジネスモデルをみ

てみよう。Google とAmazon は，ともに 90 年代以降に誕生した比較的に若い企業であり，2 社ともイ

ンターネットをベースにビジネスを展開し急成長した企業である。さらに，この 2 社のビジネスの共

通点は，情報の提供を通じて需要側と供給側をマッチングさせる「プラットフォーム・ビジネス」と

いう点である。 

「プラットフォーム・ビジネス」の最大な特徴は，取引環境の提供と整備のみという点にある。物

理的な製品を作っていないので，収益源は主にサービス利用料と取引金額や取引回数による手数料と

なっている。このようなビジネスモデルの収益性を確保するために，2 つの条件を満たす必要がある。

1 つめの条件は，ネットワークの有効性を確保するために多くの利用者を募ることである15。もう 1 つ

の条件は，異質的な情報を持つクラスターを多く確保し，そこから「構造的空隙」を見いだすことで

ある。 

このように，ネットワーク理論の概念で見れば，「プラットフォーム・ビジネス」で高い収益をおさ

めたGoogle とAmazon は，まさに製品（生産）ネットワークにおいて「漁夫の利」を得た好例であ

る。 

 

V. 終わりに 
 

ここまで見てきたように，データの面でも理論の面でも，製造企業にとってインターネットを活用

したマーケティング活動の展開は必ずしも業績の向上に繋がらないという結果になった。しかし，そ
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れでも製造企業は努力を惜しまない。デジタル社会において少しでも自社のマーケティング活動をう

まく展開するために，「ものづくり」という役目を持つ製造企業は，他の活動よりもまず土台にあたる

「製品開発」の段階で最大限の工夫をほどこすしか方法がないと思われる。これは，製造企業にとっ

てデジタル社会においてマーケティング活動を展開するための第 1 の課題である。 

そして，インターネットの「受信者優位」という特性によるマーケティング活動の相殺問題に対応

するために，製造企業が自分のネットワークにおいて如何に「構造的空隙」を見つけ，そこから「漁

夫の利」を得ることが第 2 の課題である。 

この第 2 の課題について，例えば，「無印良品」の取り組みのように，製品開発の場面でただ単に消

費者の要望を聞いてそれを製品に反映するのではなく，Web Site の上で消費者のアイデアを募集しなが

ら，寄せてきたアイデアをまず消費者同士で評価してもらい，評価数が一定の基準を超えたアイデア

だけを取り入れる。この「消費者同士の相互評価」というステップは，まさにBurt が言及した「第 1

の漁夫の利戦略」の応用である。 

いままで，製造企業がマーケティング活動を展開する際，まず「STP (Segmentation, Targeting, 

Positioning)」の工夫を通じて「消費者を分割して統制する」という「第 2 の漁夫の利戦略」をとってき

た。しかし，インターネットの普及により大量の情報が簡単に流通できるようになったため，情報に

よる格差が生まれにくくなる。したがって，製造企業にとってこれからは「情報の格差による消費者

の分割と統制」という「第 2 の漁夫の利戦略」よりも「同じ関係を求める消費者同士を戦わせる」と

いう「第 1 の漁夫の利戦略」を使ってマーケティング活動を展開したほうが有効なのかもしれない。 

 
 

1 https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200356&tstat=000001140586&cycle=0&year=20190&month=0&tclass1=0000
01140587 2020/09/08 閲覧 

2 https://www.e-stat.go.jp/dbview?sid=0003414934 2020/09/08 閲覧 
3 営業利益率は，次の式から算出する。(売上高-費用総額) / 売上高 * 100 
4 費用総額に占める人件費の割合は，次の式から算出する。人件費総額 / 費用総額 * 100 
5 「運輸業・郵便業」には 8 業種の下位分類があったが，そのうち 2 業種は無データなので分母を 6 とする。 
6 村井(1998)，『インターネット II』，p.35 
7 インターネットが出現する前の 80 年代からは，大型流通企業の出現によって製造企業のマーケティングの影響力は

すでに牽制された。しかし，その牽制は主に流通企業の大きなバイイングパワーによる販売価格の決定権に限る。

90 年代の半ばからインターネットの出現によって，製造企業の市場支配力は，大型流通企業とインターネットの両

方に牽制されて，一層弱体化したと思われる。 
8 昔なら，独自の流通ルートを構築しようと思えば，「自販機ネットワーク」，「カタログによる通信販売」，「直営店」，

「系列店」といった初期投資の大きい方法しかなかった。しかし，インターネットを利用すれば，取引するための

サーバーとオンラインショッピングができるweb siteさえ構築できれば，少額の投資だけで独自のECチャネルを

導入することができる。 
9 総務省が公表した令和 2 年版『情報通信白書』，(https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r02/pdf/index.html 

2020/09/13 閲覧)の「ITCサービスの利用動向」の調査結果によれば，2019 年の個人のインターネット利用率は

89.8％（N=37182）である。そして，インターネットをメディアとして利用する際，利用する目的によって他のメ

ディアとの比較結果は次の通りである。「いち早く世の中のできごとや動きを知る」ために最も利用するメディア

としては，全年代では「インターネット」が最も高く，年代別では，10 代から 40 代までにおいて「テレビ」を上

回っている。一方で，「世の中のできごとや動きについて信頼できる情報を得る」ために最も利用するメディアと

しては，全年代および各年代で，「テレビ」が「インターネット」を上回っている。「趣味・娯楽に関する情報を得

る」ために最も利用するメディアとしては，「インターネット」が，全年代及び 60 代を除く各年代で「テレビ」を
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上回っている。 

10 Burt (1992)，Structure Holes: The Social Structure of Competition，p.18。[邦訳：安田 (2006)，pp.11-12] 
11 Burt (1992)，前掲書，p.30。[邦訳：安田 (2006)，p.25] 
12 Burt (1992)，前掲書，pp.82-83。[邦訳：安田 (2006)，pp.79-80] 
13 「製造企業の自律性」を「製造企業の独自の工夫による市場支配力」と言い換えた方がわかりやすいかもしれない。

ここでは敢えてBurt の用語をそのまま使用する。 
14 Interbrand.com “Best Global Brands 2019”, https://www.interbrand.com/best-brands/best-global-brands/2019/ranking/ 2020/09/16 

閲覧。 
15 この多くの利用者を募ることには，2 つの論理が働く。それらは「規模の経済」と「ネットワーク効果」である。た

だし，前者の「規模の経済」は，生産能力を前提にした従来のそれとは違って，インターネットをベースにしたビ

ジネスモデルの規模は上限がこないスケールフリーなので，規模をどんどん拡大することで運営上の限界コストを

極限まで低下させることができる。一方，後者「ネットワーク効果」とは，ネットワークの規模を拡大すればする

ほど，さらに加入者を吸引する相乗効果のことである。 
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付録： 

表 3 EC 導入による各産業での業績変化の比較 

  

データ出所：総務省「2019年経済構造実態調査（甲調査）第3表」，「企業産業（小分類），電子商取引の有無別企業等

数，売上（収入）金額，費用総額，主な費用項目，付加価値額及び一般消費者と行った電子商取引の額」による筆者作成 
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表 4 EC の導入による各産業（小分類）での業績変化の比較 
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表 4 EC の導入による各産業（小分類）での業績変化の比較（続き） 
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表 4 EC の導入による各産業（小分類）での業績変化の比較（続き） 
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表 4 EC の導入による各産業（小分類）での業績変化の比較（続き） 

  
データ出所：総務省「2019年経済構造実態調査（甲調査）第3表」，「企業産業（小分類），電子商取引の有無別企業等

数，売上（収入）金額，費用総額，主な費用項目，付加価値額及び一般消費者と行った電子商取引の額」による筆者作成 
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